
平成２３年１０月１日  №５５６（４）

国民健康保険事業特別会計　　　　　　　　　　　
　国民健康保険は、皆さんが納める保険税で成り立っています。
　平成２２年度歳入決算の内訳では、保険税は全体の２５％余りを占め、
その他を国からの負担金（国庫支出金）や一般会計からの繰入金な
どで賄っています。保険税を期日内に納めていただくこと、そして
一人ひとりが自分の健康と医療費に関心を持ち、医療費の節減に協
力していただくことにより、健全な国民健康保険制度を運営するこ
とができます。

国民健康保険診療所事業特別会計　　　　　　　　
　平成２２年度の寄診療所では１９０日間で延べ９，７８８人を診療しました。
そのうち、後期高齢者医療被保険者が約４５％を占めています。また、
歳入決算は前年度比２．６％の増となり、その主なものは診療収入です。
歳出決算は前年度比０．３％の減となり、その主なものは医薬品の購入
です。
　

老人保健特別会計　　　　　　　　　　　　　　　
　平成２０年４月の後期高齢者医療制度の創設により、老人保健制度
時にかかる医療費の精算を行っていましたが、経過措置期間が満了
となったため、平成２２年度末で老人保健特別会計は廃止となりました。
　

後期高齢者医療特別会計　　　　　　　　　　　　
　後期高齢者医療制度は、７５歳以上の方と６５歳から７４歳で一定の障
害があると認定された方が対象です。保険料額の決定や医療の給付
などは県下３３市町村で組織する神奈川県後期高齢者医療広域連合が
行っていますが、申請や相談などの窓口事務や保険料の収納は町が
行っています。
　医療費は年々増えており、高齢化に伴い現役世代の負担も増えて
います。日ごろからの健康づくりを心がけ、医療費の節減に協力し
ていただくことが、健全な財政運営につながります。
　

介護保険事業特別会計　　　　　　　　　　　　　
　平成２２年度の決算で実質収支は３，５３５万円となりました。
　介護給付費総額は、昨年度決算時と比較して４．９％減の６億４，３１１
万円となりました。
　介護保険は、皆さんが利用し
たサービスの費用を国・県・町
や被保険者の保険料から、それ
ぞれが法律により定められた割
合に応じて負担される仕組みと
なっています。サービス利用が
増えると保険料による負担も増
えるため、３年ごとにサービス
利用量と保険料の状況を見直し、
保険料の改定を行っています。

介護保険サービス利用状況 

H22

H21

H20

1億 2億 3億 4億 5億 6億 7億 

介護サービス費 6億1,304万円 

居宅系 3億3,877万円 施設系 2億7,427万円 

居宅系 3億3,229万円 施設系 3億1,192万円 

居宅系 2億9,974万円 施設系 2億9,745万円 

介護サービス費 6億4,421万円 

介護サービス費 6億2,530万円 

審査支払手数料 
73万円 

審査支払手数料 
66万円 

審査支払手数料 
64万円 

高額介護サービス費 
1,004万円 

介護予防サービス費 1,936万円 
（うち居宅系 1,724万円　施設系212万円） 

介護予防サービス費 2,171万円 
（うち居宅系 2,051万円　施設系120万円） 

介護予防サービス費 1,967万円 
（うち居宅系 1,928万円　施設系39万円） 

高額介護サービス費 
980万円 

高額介護サービス費 
815万円 

下水道事業特別会計　　　　　　　　　　　　　　　

　公共下水道事業は、水質保全と生活環境の向上のため、昭和４９年に都市
計画決定をされ、昭和５５年に下水道法の事業認可を受けてスタートしました。
　平成２２年度末、事業認可区域は２２０．３�で整備済みは１９７．４�（８９．６％）、
うち８８．７％の方が下水道を使用しています。
　歳入は、６．２％の減で、下水道使用料は前年度並となっています。
　歳出のうち、維持管理費用は、酒匂管理センター（処理場）への負担金
として５，１４０万円を支払い、これらには、下水道使用料を充てています。また、
平成２２年度は中丸地区に汚水管の敷設工事を行いました。
　

上水道事業会計　　　　　　　　　　　　　　　　　
　収益的収入と支出　※１
　　　 収入 　1億3，608万円　　 支出 　1億2，398万円
　
　資本的収入と支出　※2
　　　 収入 　　　　400万円　　 支出 　　　4，890万円　
※１　水道料金などを主な収入とし、対する支出は、動力費、機械や建物などの

減価償却費、職員の人件費、企業債の利子支払いなどです。

※２　主な収入は負担金などで、対する支出は、建設改良費や企業債の元金償還
などです。なお、収入の不足額については、損益勘定留保資金等で補てん
しています。　

　上水道事業は、９，３８９人の住民（給水人口）に対し、良質な水を安定的
に供給するため、施設の整備、維持管理を行い、整備拡充に努めました。
　平成２２年度の給水収益（水道使用料）は前年度に引き続き、節水な
どの影響で、０．５％の減となっています。収益全体では、前年度対比
２．２％の増となり、これは水道加入負担金が増加したためです。
　支出は、前年度対比４．１％の減となり、７３２万余円の黒字となりまし
た。平成２２年度決算での経常費用から求めた給水原価は、１ｍ３当たり
１００．９円で、水を供給したときの収入額を算出した供給単価は１ｍ３当
たり８９．４円になりました。
　

寄簡易水道事業特別会計　　　　　　　　　　　　　

　寄地区（湯の沢を除く）の水道施設の整備拡充や維持管理を行い、
住民に良質な水を安定して供給するための事業です。
　給水収益は前年度比０．１％の減となっています。平成２２年度決算での
経常費用から割り出す給水原価は１ｍ３当たり１０６．７円で、水を供給し
たときの収入額を算出した供給単価は８２．５円になりました。
　

用地取得特別会計　　　　　　　　　　　　　　　　

　平成２２年度では、警察署建替えの用地を確保するため、隣接地の不
動産鑑定や建物等の物件損失補償契約を締結しました。決算額は、契
約金の一部を支出しましたので、前年度に比較し大幅な増となりました。

平成２２年度  特別会計決算 平成２２年度  特別会計決算 

特別会計等の決算の状況　　　　　　　 　（単位：万円）
前年度比較歳　出前年度比較歳　入会計区分

５,２８６１２５,６０６４,４９８１２６,１６９国民健康保険事業

△２２８,７７４２３７９,４７８国民健康保険診療所事業

１２９５△５８８１３老 人 保 健

△８８４１２,３５５△８３９１２,７３３後期高齢者医療

１,３０６１７,２９０１,９９４１８,５１９上水道事業会計

△６,９８５２,７３８△７,２４４３,４０８寄簡易水道事業

△１,６５９３６,１４８△２,４２７３６,６８５下 水 道 事 業

△４,４０７７２,０８９△２,８３６７５,６２４介 護 保 険

２,８４０２,８４０１,７４９３,０４６用 地 取 得

―――２７７,９３４―――２８６,４７５合　　計
※１万円未満は四捨五入しているので、合計値が一致しない場合があります。

国15.0％ 
（調整交付金5％） 

国20％ 
（調整交付金 

5％） 
県 
12.5％ 

県 
17.5％ 

町 
12.5％ 

保険料 
（65歳以上） 
20.0％ 

保険料 
（40～64歳） 
30.0％ 

（外側は、施設サービス、内側は在宅サービスなどの割合です。）

介護保険給付費用の負担割合 

　☆被保険者一人当たりの医療費は 295，243円
　　　　　　　　　　　　保険税は    88，549円
　平成２２年度、町の国民健康保険被保険者が病気やけがをしたと
きにかかった医療費の総額は１０億６，２２８万円となり、前年度比
３．４％増となっています。また、被保険者一人当たりに換算すると
２９５，２４３円となり、この額は、前年度に比べ４．１％増加しています。
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